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	　　　　　「滋賀県の締結する契約に関する条例」（以下、契約条例という。）が本年4月から施行され、この取組方針（基本理念）が示されました。
1） 地域経済の活性化への配慮について
契約条例取組方針の基本理念３に“地域経済の活性化への配慮”が掲げられ、県内事業者に対し優先的に発注するとあります。県内企業ができる仕事は、発注規模・内容の工夫次第で増大させることが可能であると考えます。どうか、建設事業の上流域を成す業務委託（測量・調査・設計）のうち、設計に関しましても県内企業向けへの発注促進を実施し、条例制定の勢いを消し去ることのないよう前向きに取り組んでいただくようお願いいたします。
併せまして、働き方改革や労働環境の更なる改善に対処するための企業活力を上げるためにも、最低制限価格の引上げを是非ともお願いいたします。
２）一定の行政目的の実現を図るための契約の活用について
契約条例取組方針の基本理念４に契約の活用について示されています。この中で、防災に関する取組評価として、県との災害協定に基づく支援活動について一部評価を受けています。また、企業活動として淡海エコフォスター（琵琶湖環境部）や美知メセナ（土木交通部）の環境活動を定期的に行っております。労働環境面においては、障害者雇用や高年齢者雇用に積極的に取組んでおり、加えて女性雇用による活躍推進を行っています。これらに対する様々な加点評価の実施を既に評価されている工事と同様にお願いしたい。
	1）今日の集中豪雨に代表される大規模自然災害の脅威は、年々増加傾向（頻発化・激甚化）にあり、継続した防災・減災、国土強靭化対策に向けた予算措置が重要であると考えます。また、道路事業を例に挙げた場合に、新設だけでなく整備後の維持管理費用が増大傾向にあることから、道路その他における予算規模の更なる拡大を要求いたします。
他方、技術者の担い手不足は益々深刻化してきており、かつコロナ禍における緊急対応や働き方改革の推進が叫ばれている中において、我々経営者にとって声を大にして申し上げることが、県内の大切な仕事は技術力の維持・向上の観点からも県内企業向けに優先的に発注して頂くことを第一としていただきたいという点であります。
2）頻発している台風・豪雨等の自然災害に対して、我々協会員は県との災害協定に基づき迅速に対応し、災害発生の初期活動や災害業務を担っております。　また、協会活動の公益事業として測量技術の大切さについて小学高学年を対象に「測量体験学習」を実施しています。さらに県職員や市町の土木職員に対し「測量研修」を毎年数回実施しております。この指導係となる技術者雇用を守るため、定年引上げによる高年齢者雇用や障害者雇用に対しても積極的に取組んでいます。これら諸活動に対する評価を既に評価されている工事と同様に、業務におきましても適切に評価していただくようお願いいたします。


